
  

  神崎浄水場再整備事業の事業概要 
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1 本調査の位置づけ 

尼崎市公営企業局では、神崎浄水場再整備事業（本事業）を予定しており、令和 5 年度に官民

連携手法導入可能性調査を実施し、本事業を DB 方式で実施することとした。 

本調査は、本事業を 2027 年度に公告するにあたり、事業範囲を検討する参考とするため、下記

のとおり改めて本事業への興味を確認するものである。 

 

2 神崎浄水場の概要 

2.1 位置及び施設配置 

神崎浄水場は兵庫県尼崎市次屋 4丁目 6番 1号に位置し、沈澱池等は原水系統により柴島系、

園田系に系統分けがなされている。 

神崎浄水場の一般平面図を図 2.1 に示す。 

 

2.2 神崎浄水場公称能力と実運用能力 

浄水場公称能力：84,650㎥/日 

実運用能力※ ：43,000㎥/日 

※実運用能力：神崎浄水場では給水量の減少に対応して施設を効率的に運用、能力を抑えて運

転している。 

 

2.3 浄水フロー 

神崎浄水場の浄水フローは図 2.2 に示すとおり、薬品沈澱池→オゾン処理→生物活性炭処理→

急速ろ過であり、オゾン・生物活性炭による高度処理を行っている。 

 

2.4 施設概要 

神崎浄水場の現状の施設概要を表 2.1～表 2.3 に示す。 
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図 2.1 神崎浄水場一般平面図 
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図 2.2 神崎浄水場の浄水フロー 
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表 2.1 神崎浄水場施設概要（1） 
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表 2.2 神崎浄水場施設概要（2） 
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表 2.3 神崎浄水場施設概要（3） 
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3 神崎浄水場再整備の概要 

3.1 事業スケジュール 

契約締結 ： 令和 9年度末（予定） 

設計期間 ： 令和 10年度～令和 11年度（予定） 

施工期間 ： 令和 11年度～令和 14年度（予定） 

 

3.2 神崎浄水場再整備のコンセプト 

◯水供給システムの 安全性・安定性の継続及び向上 

神崎浄水場の施設について重要度や経済性を考慮し、老朽化施設・設備等の更新、施設の強

靭化（耐震化・浸水対策）し、災害に対する機能強化を行う。 

 

◯施設規模の適正化 

今後の人口減少による水需要の減少を考慮しつつ、阪神水道企業団および県営水道からの受

水と神崎浄水場を合わせた全体の施設能力は、水需要の他 25％の予備力を見込み、神崎浄水場

の浄水能力は 36,000㎥/日として再整備を行う。 

 

◯環境に配慮した浄水場 

尼崎市では、「尼崎市気候非常事態行動宣言」において、2030年には二酸化炭素排出量を 2013 

年比で 50％程度削減し、2050年には脱炭素社会の実現を目指しており、水道事業においても、

目標達成に向けた取り組みが必要である。 

 

表 3.1 環境に配慮した浄水場の実現のための施策（案） 

施策 内容 備考 

脱炭素の推進  

配水ポンプの高効率化 ダウンサイズする施設能力を

踏まえ、効率的な機器構成の検

討 

中央管理棟の ZEB Ready 中央管理棟の整備においては

ZEB Readyを達成することを基

本とし、新管理棟の屋上での太

陽 光 発 電 を 行 う 等 に よ り

Nearly ZEB を達成することも

視野に入れるものとする。 
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3.3 事業範囲 

本事業の対象となりうる事業範囲は表 3.2、図 3.1 のとおりである。 

 

表 3.2 対象となりうる事業範囲 

 

 

項目 主工種 耐震判定 備考

機械設備更新 機械

電気設備更新 電気

薬品注入設備更新 機械

耐震補強・改修 土木 NG

柴島系沈澱池 薬品注入設備更新 機械 新管理棟で更新

電気設備更新 電気

オゾン濃度測定装置更新 電気

オゾン処理設備更新 機械

薬品注入設備更新 機械

耐震補強・改修 建築 NG 地下部土木もNG

ろ過池 耐震補強・改修 土木 NG

配水ポンプ（上水）更新 機械 新管理棟で更新

配水ポンプ電気設備更新 電気 新管理棟で更新

中央管理棟更新 建築 配水ポンプ棟合築

電気設備更新更新 電気

薬品注入設備更新 機械

中央監視設備更新 電気

停電対策設備整備 電気 自家発電設備新設

排水処理棟監視装置等更新 電気

場内配管 土木

5・6号配水池撤去 土木

遊学館撤去 建築

7～9号配水池撤去 土木

場外施設 水質・水圧モニター等更新 電気

中央管理棟築造用地確保用

施設名

浄水施設

園田系沈澱池

高度浄水処理棟

後薬品注入室

配水施設

配水ポンプ棟

中央管理棟

撤去
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図 3.1 対象となりうる事業（一般平面図再掲） 

・機械・電気設備更新 
・薬品注入設備更新 
・耐震補強・改修（土木） 

・（場外）水質・水圧モニター 

・電気設備更新 
・オゾン濃度測定装置更新 
・オゾン処理設備更新 

・耐震補強・改修（土木） 

・薬品注入設備更新 
・耐震補強・改修（建築） 
※地下部土木含む 

・中央管理棟更新 
・電気設備更新 
・薬品注入設備更新 
・中央監視設備更新 
・停電対策設備整備 
・排水処理棟監視装置等更新 
・配水ポンプ（上水）更新 
・配水ポンプ電気設備更新 
・配水池、遊学館撤去 
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3.4 事業組合せ 

 官民連携手法導入可能性調査の結果を考慮し、「DB 方式＋仕様発注」※1 のケースも選択肢と

して、表 3.3、表 3.5 の事業の組合せを検討している。 

 

表 3.3 組合せ（案） 

ケース 特徴 

ケース① DB 方式 想定する事業範囲の全てを本事業で実施 

ケース② DB 方式＋仕様発注 土木構造物の耐震補強・改修は設計のみ本事業で実施し、工

事は仕様発注（中央管理棟に係るものは本事業に含む※2） 

ケース③ DB 方式＋仕様発注 沈澱池、ろ過池、後薬品注入室、場外施設にかかる機械・電

気設備及び土木構造物の設計・工事を本事業から除く（中央

管理棟に係るものは本事業に含む） 

※1 DB 方式：本事業で実施、仕様発注：本事業の対象外とし、従来方式で別途仕様発注 

※2 土木構造物（沈殿池、ろ過池、後薬品注入室）の土建工事は仕様発注を基本とするが、主要な設備を配置す

る中央管理棟は一連の工事として設計・施工とした方が効率的と考えられるため、中央管理棟に係るものは

本事業の対象外としない。 

 

3.5 事業規模 

 各ケースの事業規模（概算想定額）は以下のとおり。なお、現在基本設計中であり、確定した

事業規模ではない。 

 

表 3.4 事業規模 

 

 

 

単位：億円（税抜）

工種 ケース① ケース② ケース③

土木 39 22 22

建築 21 19 19

機械 38 38 24

電気 58 58 54

合計 156 137 119

※設計費は含まない
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表 3.5 組合せ（案） 

 

 

設計 建設 設計 建設 設計 建設

機械設備更新 機械 ○ ○ ○ ○ － －

電気設備更新 電気 ○ ○ ○ ○ － －

薬品注入設備更新 機械 ○ ○ ○ ○ － －

耐震補強・改修 土木 ○ ○ ○ － － － NG

柴島系沈澱池 薬品注入設備更新 機械 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新管理棟で更新

電気設備更新 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○

オゾン濃度測定装置更新 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○

オゾン処理設備更新 機械 ○ ○ ○ ○ ○ ○

薬品注入設備更新 機械 ○ ○ ○ ○ － －

耐震補強・改修 建築 ○ ○ ○ － － － NG 地下部土木もNG

ろ過池 耐震補強・改修 土木 ○ ○ ○ － － － NG

配水ポンプ（上水）更新 機械 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新管理棟で更新

配水ポンプ電気設備更新 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新管理棟で更新

中央管理棟更新 建築 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 配水ポンプ棟合築

電気設備更新更新 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○

薬品注入設備更新 機械 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中央監視設備更新 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○

停電対策設備整備 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 自家発電設備新設

排水処理棟監視装置等更新 電気 ○ ○ ○ ○ ○ ○

場内配管 土木 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5・6号配水池撤去 土木 ○ ○ ○ ○ ○ ○

遊学館撤去 建築 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7～9号配水池撤去 土木 ○ ○ ○ ○ ○ ○

場外施設 水質・水圧モニター等更新 電気 ○ ○ ○ ○ － －

中央管理棟築造用地確保用

ケース① ケース② ケース③
耐震判定 備考項目 主工種

浄水施設

園田系沈澱池

高度浄水処理棟

後薬品注入室

配水施設

配水ポンプ棟

中央管理棟

撤去

施設名

○ ：対象 － ：対象外
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4 その他参考 

4.1 中央管理棟計画（基本設計で見直し中） 

中央管理棟（新管理棟）の建設に当たっては環境への配慮のため ZEB Ready を達成することを

基本とするが、新管理棟の屋上での太陽光発電を行う等により Nearly ZEB を達成することも視野

に入れるものとする。中央管理棟・配水ポンプ棟の計画（案）を表 4.1、図 4.1～図 4.5 に示す。 

 

表 4.1 中央管理棟・配水ポンプ棟の計画（案） 

機能 

区分 
室名 規模・要求事項（素案） 

管
理
・
事
務
機
能 

1 

階 

展示スペース  

多目的会議室 （追加）遊学館の上映室と同等程度の規模は確保すること。 

水質計器室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

作業員休憩所 屋外から出入りすること。 

2 

階 

ミーティング 

ルーム 

 

 

事務室 運転管理に従事する者を○名程度想定したスペースを確保すること。 

会議室 25m2 程度スペースを確保すること。 

資料室 20m2 程度スペースを確保すること。 

中央監視室 
浄水施設等の運転管理室。 

更新を考慮した広さにすること。 

電算室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

3 

階 

水質試験室 運転・薬品注入管理に必要な検査機器を設置すること。 

機器分析室 3 室設けること。1 階ボンベ室との配置を考慮すること。 

排水処理室  

有機溶剤室 屋上へのダクトを設置すること。 

細菌準備室  

細菌滅菌室  

天秤室 試薬室と隣接させること。 

試薬室 天秤室と隣接させること。 

会議室 〇〇m2 程度スペースを確保すること。 

機
械
関
連 

B1 

階 

ポンプ室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

硫酸バンド 

ポンプ室 
 

硫酸バンド 

貯蔵室 
 

1 

階 

倉庫・工作室  

自家発電機室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

燃料タンク室  

ボンベ室  

ソーダ灰貯蔵室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

次亜塩素注入室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

4 

階 
電気室 将来の更新を考慮したスペースを確保すること。 

共
通 

玄関・廊下 
来客用玄関ホールを設けること。 

セキュリティ対策を施すこと。 

脱衣室・シャワー室 
1 階及び 3 階に設置すること。 

3 階は薬品を流す緊急用とすること。 

トイレ 1～3 階に男性用、女性用を設置し、1 階には多目的トイレを設けること。 

更衣室 
2 階に男性用、女性用、業者用、3 階に 1 ヶ所設置すること。 

3 階は脱衣室・シャワー室との動線を確保すること。 

休憩室 
男性用、女性用を別に設けること。 

2 階の男性用、女性用更衣室からの動線を確保すること。 

給湯室 2 階に職員用、業者用を設置すること。 

エレベーター 
車いす対応、機器搬入を考慮してかご幅 140cm 以上、奥行き 135cm 以上を確

保したエレベーターを設置すること。湿気、結露対策を行うこと。 

倉庫 1～3 階に合計〇〇m2 程度のスペースを確保すること。 
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図 4.1 中央管理棟 B1 平面図（案） 
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図 4.2 中央管理棟 1F 平面図（案） 
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図 4.3 中央管理棟 2F 平面図（案） 
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図 4.4 中央管理棟 3F 平面図（案） 
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図 4.5 中央管理棟 4F 平面図（案） 
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4.2 地質 

平成 27 年度に実施した地質調査結果を示す。 

 

 

 

 

 

 


